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I．はじめに
　テレビ番組やテレビ広告が，標的となるテレビ視聴者にどのくらい到達した
かを示す尺度である視聴率は，日本ではビデオ・リサーチと二一ルセン・ジャ
パンが測定機（メータ），あるいは日記（ダイアリー）によって調査している。
両社は視聴率データを測定し，販売する営利企業であるため，視聴率調査には
データの精度が求められる一方で事業としての採算性も考慮しなくてはならず，
当然，悉皆調査ではなく標本調査で行われている。
　ビデオ・リサーチは，現在，全国8地区（関東，関西，名古屋，北部九州，
札幌，仙台，広島，静岡）について年問365日の全データをメータで測定し，
オンラインで集計している。一般にいわれる「視聴率」とは，これらの地区の
どこかで，その地区内のサンプル世帯のうちで特定のチャネルを選局していた
世帯の割合（％）を示す「世帯視聴率」を指すことが多い。この世帯視聴率を
もって，該当地区の総世帯の何％が特定の番組等を視聴していたと推定するの
である。ちなみにビデオ・リサーチの関東地区でのサンプルは300世帯であり，
これは二一ルセンの関東地区のサンプル数と同数である。視聴率ということば
が放送業界や広告業界の外でも広く使われ，「視聴率1％は（日本の人口の約
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1％にあたる）百万人が見ている」（1〕ことだ，というような意味で誤って受け
取られることがある点を考えると，関東地区300世帯というサンプル数は意外
に少ないともいえる。
　一般家庭でもテレビの複数所有が進み，茶の聞で家族揃ってのテレビ視聴だ
けでなく，個室での個人個人のテレビ視聴が増えてきている昨今，メータによ
る視聴率測定でも複数テレビの稼働状況はカウントできるようになっている。
しかし，現行のメータによる測定はテレビのスイッチのオン・オフ，どのテレ
ビ局が選局されていたかがわかるにすぎず，サンプル世帯内に置かれたテレビ
を，家族の中のだれが，あるいは何人が視聴していたかを調べるものではない。
　近年，広告主側から効果的な媒体購入を可能にするために，だれがどの番組
を視聴していたかが明らかになる，より詳細な「個人視聴率」を求める声が高
まっている。現在でも視聴率調査会社は個人視聴率の調査も行っているが，日
記によるものであり，記録のし忘れや誤記入の恐れもあるし，集計に時聞がか
かって，精度，利用可能性に難がある。
　リモコンの普及によって，番組途中やコマーシャル放送中に頻繁にチャネル
を替えるのはいまや普通の行動になった。地上波放送だけだった時代と比べる
と，衛星放送，C　S放送，ケーブルと視聴可能チャネルは増加している。また
テレビ受像機自体のスイッチが入っていても，VTRやビデオデイスクの再生，
テレビゲームの使用など用途は複雑になっている。日記にすべてを記録するの
は簡単な作業とは言えない。ただテレビをつけ，チャネルを替えるだけで自動
的に記録されるメータ式の世帯視聴率調査と比べると，その並外れたわずらわ
しさのため，対象者に長期聞協力してもらうのはむずかしい。
　アメリカでは1950年代から，機械式世帯視聴率調査と日記式個人視聴率調査
が併用されていたが，3大ネットワーク以外のローカル局やケーブル局から自
分達の番組は実際には視聴されても日記式調査では記入し忘れられやすい，と
いったクレームが徐々に増えていった。とくに80年代以降のケーブルテレビの
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急激な普及により視聴可能チャネルが急増し，視聴者の細分化が進んだために，
各テレビ局からのクレームは無視できないものとなっていったのである。
　それ以来，機械式世帯規聴率調査のように簡単にしかも正確に個人視聴率を
得るため，さまざまな努力と試みが続いている。本稿はアメリカでの機械式個
人視聴率調査導入の経緯と導入後に明らかになった問題点を明らかにすること
によって，日本での機械式個人視聴率調査導入までに解決しておくべき点を示
し，広告主，媒体社，広告会社にとって有益な調査が実施されるための若干の
提言をすることを目的とするものである。
皿．アメリカでのピープルメータ導入の経緯
　1．AG　Bの参入と撤退，二一ルセンの反応
　アメリカでテレビ視聴率調査を行う代表的な企業は，A．C．二一ルセンと
アービトロンであったが，アービトロンは昨1993年，テレビ視聴率調査からの
撤退を表明しており，現時点では二一ルセンの独占状態になっている。二一ル
センが，その調査の方式を日記式からオーディメータ（Audimeter）と名付け
られたメータを利用する方式に変更したのはユ950年代なかばのことである。
オーディメータを使ってサンプル世帯で測定される世帯視聴率は，別のサンプ
ル世帯を対象とした視聴臼記で補完され，NT　I（Nielsen　Television　Index）
と呼ばれる個人視聴データが提供されることとなった。この方式が採用された
直後は業界の満足度は高かったといわれている。
　しかし，オーディメータがまだ使われないローカルでは巳記式調査が継続さ」
れており，記憶に頼ることの問題点が指摘されていた。というのは，ネヅト
ワーク局の番組が派手な番組宣伝を打つなどで記憶されやすいのに対一して，
ローカル局の地味な番組は実際には視聴されたとしても日記式では記入し忘れ
られやすく，実際より視聴率が低くなると考えられたのである。70年代の後半
になりケーブル局からのクレームもでてきた。ケーブル業界は，80年代初めに
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CAM　S（Cable　Audience　Methodological　Study）という独自の調査を行い，
ケーブルの視聴率を測定するさまざまな手法を検討したが，その結果は日記式
個人視聴率調査の欠点を示すこととなり，新たな視聴率調査の必要性が改めて
認められるようになっていった（2）。
　こうして日記式に代わって個人のテレビ視聴を測定するメータヘの期待が高
まり，それがキ常に魅力的なものに思われるようになってきた。まず考えられ
たのは，視聴した番組を日記に書き留めるのではなく，視聴者個人個人に割り
当てられたメータのボタンを押すことでだれが何を見ているかを記録するメー
タである。これが個人視聴率を機械的に測定する「ピープルメータ」の始まり
で，視聴者側からの積極的な協カ（自己を識別するためのボタンを押すこと）
を必要とするためにアクティブ（積極的，能動的）・ピープルメータといわれ
る。
　二一ルセンは何年もピープルメータを研究してきたが，イギリスではAG　B
が同様の研究をしていた。AG　Bはロンドンに本拠を置く世界第4位の調査会
社で，アメリカ以外ではテレビ視聴率調査のリーダーであっれAG　Bがアメ
リカ市場への進出を決定した1982年時点で，すでに本国イギリスとヨーロッパ
の数カ国および香港でAGBのピープルメしタが実用化されていた㈹。AGB
はボストン地区で85年から実験調査を開始し，その結果を月報の形で提供した。
これによって，AGBを支援する企業からの疑問や意見が吸収され，調査の洗
練が進んだ。
　AG　Bの実験開始前には，視聴者がこのメータを受け入れてくれるかどうか
に関して次のような問題が予測された。すなわち，①個人を識別するボタンを
正しく押してもらえるか，②いつも必ず押してもらえるか，③デモグラフィッ
ク特性，サイコグラフイック特性の点から見て，あらゆる種類の人々に協力し
てもらえるのか，また，④協カヘの飽きがすぐに起こるのではないか，⑤サン
プルサイズは十分確保できるか，ということである。
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　AGBの判断によると実験の期聞申，パネル世帯ほとんどの協力は減少せず，
視聴していないのにボタンを揖すとか，ボタンを押さないで視聴するといった
ことは最低に押さえられた。つまり結果は日記式調査よりも正確であると評価
されたのである。AG　Bは87年の9月から全米2，000世帯で個人視聴」率調査
サービスを開始した。
　二一ルセンも同年同月から2，000世帯のサンプルを使って，AGB同様のア
クテイブ・ピープルメータによる個人視聴率サービスを開始した。二一ルセン
は，テレビ視聴率測定システムの理想の形態は，サンプル世帯構成員からなん
ら積極的な協力を必要としないで，しかもだれが視聴しているかがわかるもの
であると考えていた。対象者にボタンを押すことを要求するピープルメータで
は，潜在的な協力者にバイアスがかかる難点があるというのである。実際，こ
の難点を克服するためにパッシブ式（受動的）のピープルメータがこれまでに
も考えられており，1960年代には定期的にオーデイエンスの写真を撮り，だれ
が視聴していたかを後で判定する方法や，テレビ視聴中のオーディエンスをビ
デオカメラで撮影する方法が考え出されたが，これではプライバシ』侵害の問
題が起こることは明らかで実用には至らなかった（4〕。
　AGBがアクティブ・ピープルメータでアメリカの視聴率調査市場への本格
的進出の計画を明、らかにしたとき，廿二一ルセンは音波や赤外線，超音波等を利
用したパッシブ・ピープルメータを開発している途中ではあったが，新規参入
者に市場を奪われることを恐れ，不本意ながらもアクティブ式で機檎式個人視
聴率調査を開始する宣言をせざるを得なかった。それまで全米の視聴率に関し
ては，何億ドルもの金をだれがテレビを見」ているかを推定するために費やして
いるのに，電話同時調査以外に調査結果の妥当性を評価する墓準はなく，ネッ
トワークテレビの視聴率は，ほとんどの場合，二一ルセンの言うがままという
のが現状だった｛5〕，という評価すらあり，AG　Bが眠れる二一ルセンを起こし
てくれたからこそ，アメリカの視聴率調査業界には変化が起こったともいわれ
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た｛6）。しかし，二一ルセンも1986年1月からピープルメータの実験を行ってお
り，伝統的なオーディメータと日記による調査とピープルメータによる調査を
併用して，両者の違いをテレビ業界，広告業界に対して示し，大きな議論を巻
き起こしていたのである。
　AG　Bは，ピープルメータのサンプルを2，000世帯からスタートさせ，1988
年秋までに4，000世帯に増加させると発表していた。調査チャネルにはケーブ
ルも加えて，38種類のデモグラフィックスと市場特性でブレークダウンして翌
日，ウィークリー，4週間単位のレポートを提僕し，さらにクライアントの
二一ズに応じて独自のリーチとフリクエンシーのレポートもオンラインで提供
できるとした。二一ルセンも翌年秋までにはサンプルサイズを最低でも4，000
世帯に増やすと公表し，デイリーレポートでは測定結果を39種類のデモグラ
フイックでクライアントのパソコンに直接提供する方法を採った。また，2週
閻ごとに提供していた二一ルセン・ポケットピースというネットワーク視聴率
のレポートを，これを機会にユ週間単位にした。またリーチ＆フリクエン
シー・レボートで特定番組や時問帯のオーディエンスがどのようにキューム
アップ（視聴率の積み重ね）されていくかを，1週問から1シーズン単位の個
人データとして提供するとした（7×8）。
　両杜のピープルメータ導入により全米のテレビ視聴率測定はテレビ葉界，広
告業界を巻き込んだ激しい競争状態に突入すると思われた。しかしながらAG
Bはわずか10ヵ月後の1988年7月にアメリカでの活動を申止する旨を発表し，
撤退してしまう。調査を開始した週に標本抽出上の問題が明らかになった。ま
ずピープルメータを設置した2，000世帯のうち，約500世帯から有効なデータを
得ることができなかった。また，AGBのサンプルは一般にテレビが多く視聴
されるといわれる北東部に少なく，視聴が少ないといわれる太平洋岸に多すぎ
たとされ，これが二一ルセンよりも低い視聴率となって表れたのも失敗であっ
た（9）。
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　さらに，．一契約してくれたのが広告会社数社とネットワークではC　B　S1社の
みであるのに，．データ提供面で予想以上にコストがかかり，一先々の資金繰りの
見通しがつかなくな、った。AG　Bはそれまで世界14カ国で視聴率サービスを提
供してきたが，アメ、リカほど番組チャネルのバラエテイー・の豊富な国はな
かった。スタッフの採用やサンプル世帯との契約も難航した。ヨーロッパでは
標準デ∵タを提供して，さらに情報を求めるクライアントにはカスタムサービ
スとして別料金を課していたが，アメリカではそう、いうわけにもいかなかった。
赤字は8，000万ドルに及んだと言われている（1◎。
　一方，二一ルセンのピープルメータ調査も順風満帆ではなかった。1986年か
ちの実験調査では，ピープルメータは旦記式よりも人気番組の視聴率を低くは
じき出すことが知られていた。日記式調査では視聴者がテレビ視聴の2，3日
後に記録することも多いαその場合，大好きな番組ならよく覚えていて記入さ
れるし，視聴しなかったとしてもいつも見ているから，■というような気持ちで
記入されることがある。これが人気番組に∫よくみられる過大評価であるo。
ピープルメータで測定された場合，ボタンが正確に押されていれば，・視聴され
なかったのに視聴率としてカウントされることは考えられない。つまり，これ
まで過大に評価されていた可能性のある視聴率が一気に少なくなってしまった
のである。
　もとも、と過大評価されていたものが，正しい評価となったのであれば，’テレ
ビ業界にとっていくら厳しい現実であっても受け入れなくてはならないだろう。
レかしピニプルメータは，視聴率牽過小評価してしまう危険性を内包してい牟。
ピープルメータはNT　Iのオーデイメーダに視聴者を識別するボタンを付けた
ものなので，理論的にはどちらのシステムで測定しても世帯視聴率データは同
じ結果になるはずである。ところが，ピープルメータとオー一ディ、メータを同時
進行させた二一ルセンの実験では，常にピープルメータの測定緕果が低くなっ
た。∴すなわち，視聴しているのにボタンを押していない視聴者がかなりいそう
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だということが明らかになった胸。番組の種類によって視聴率低下の程度は異
なり，都市．に居住する若い視聴者，とくに男性向けの番組の視聴率は比較的変
化がなかったが，子供向け番組などは打撃が大きかった⑬。
　アメリカのネットワークテレビは，日本の業界以上に視聴率の増滅に敏感だ
と言われているが，その理由はコマーシャルタイムの取引に予測視聴率が用い
られるためである。番組の視聴率がその予測値をある程度下回ったuとき，広告
主はメイクグッドと呼ばれるコマーシャル再放送の権利を無料で与えられる。、
ネットワークとしては，視聴率の低下は収入の滅少に直接結びつ＜のである。
　実験段階で視聴率の低下が避けられないとわかったために，’ネヅトワ』ク各
局は二一ル毛ンのピープルメータに不快感をあらわにしていた。本調査開始後，
とくに二一ルセンを強く非難したのはピープルメータで手痛い打撃を受けたC
B　Sであった。CB　Sは二一ルセンのサンプル世帯には実際の割合以上にケー
ブル加入世帯が多く含まれ，ネットワークの視聴実態を正確に反映していない
こと㈱，またサンプル世帯にC　B　Sの代表的な視聴者ではない若年層が多いこ
と（15などを指摘した。同局は三大ネットワークで唯一AG　Bと契約していたが，
それには二㌧ルセンを刺激するという目的があったと思われる。
　ネットワークから二一ルセンヘの批判も強かろたとはいえ，これまでアメリ
カでの視聴率調査で培った長い経験を清かし，二一ルセンはメータ設置数を着
実に増加させ，実験で先行していたAG　Bの優位性を一掃していった。AG　B
にとっての大きな問題は契約してくれたクライアーントが少なく，とくに広告主
からの支持を得ることができなかったことである。一方，広告会社や広告主は
二一ルセンに対してサービス改善を要求するという形で支持を表明したξ言え
よう。
　二一ルセンはユ989年6月に，デイピッド・サーノフ・リサーチセンターとの
提携でバッシブ・ピープルメータの開発にとりかかることを発表した。これは
VT　Rくらいの大きさで，小型カメラ付のコンピュータを使ってテレビを視聴
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している個人を識別するものである。これまでのアクティブ・ピープルメータ
が個人を示すボタンを押さなくてはならなかったのに対して，、予め登録してお
いたサンプル世帯の家族の身体的な特徴とテレビを視聴している人の特徴とを
対照し，コンピュータが視聴者はだれなのかを判断するという㈹6この発表の
あった時点では1992年には実用化できるとしていたが，今のところ完全なもの
は完成しておらず，本格稼働していない。
　2、アービトロンの取り組み
．アメリカの視聴率調査は，ネットワークテレビに関しては二一ルセン，ロー
カルテレビではアービトロンという棲み分けがあったが，調査方法に関しては
大きな違いはなかった。二一ルセンやAGBがピープルメータによる個人視聴
率調査を開、始したのとほぼ同時期に，アービトロンもスキャンアメリカ
（ScanA㎡erica）という名前の新たな視聴率調査システムを発表し，デンバー
で606世帯を対象に実験に入っていた｛1角。
　スキャンアメリカとは，サンプル世帯のテレビ視聴率をピープルメータで測
定し，さらに同一世帯にUPCをスキャンするワンドという小型スキャナーを
設置してパッケ∵ジ商晶購入データも記録する方法である。1当初の計画ではこ
のサービスは1989年にニューヨーグ早ロサンゼルス，シカゴ，一ダラス，アトラ
ンタの5都市各200サンプルで開始され，一その後90年までに2，石00世帯59ユ年ま
でに4，ユ00世帯，92年までに5，o00世帯，一一95隼まで．に18，000世帯と調査サンプル
を拡大して，全国展開されることになっていた⑱。
　これはい・わゆるシングルソースーデ←タで，一、同一世帯のテレビ視聴率と製品購
入データを結合するものである。特定製品のコマ∵シャルヘの露出状況とその
製品の購買状況とを結びつけようという、試みは非常に意欲的なものであった。
これを意識した二一ルセンが，90年7月から開・始する予定であったニューヨー
クでの視聴率調査にピープルメータとスキャナーを導入するだろうと報じられ
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たこともあったカ紬，結局はそれまで同様のセットメータと日記の組み合せを
継続することとしている㈱。
　アービトロンはピープルメータヘの協力率を高めるために，テレビ画面にボ
タン押しを指示するプロンプトが出るようにしたり，子供の協力を得るために
子供が喜ぶモペットのようなキャラクターが登場するトレーニング用ビデオを
作るなどくふうを重ね，さらにワンドもコードレス型に変更して家庭内のどの
場所でもスキャンできるようにした㈲。
　実際のところ，このような複雑な方法にかかる膨大なコストと調査サンプル
の負担の重さは計画開始時点から前途多難な未来を予想させ，初めから無理が
あったとも考えられた鯛。スキャンアメリカは1992年9月に数千ドルといわれ
る赤字をかかえて市場から撤退することになった。
　しかし，アービトロンはその年の内に新しい視聴率測定機の構想を発表して
いる。ポケット・ピープルメータと名付けられたこの測定機は，二つの点でこ
れまでのどんな測定機とも異なる。一つは携帯可能という点である。これまで
のセットメータ，ピープルメータがサンプル世帯のテレビ受像機に取り付けら
れ，そのテレビの視聴状況を測定する機械であったのに対して，これはペンダ
ントやピンのような形状をしており，調査対象者が身につけてくれさえすれば
あとはなんら積極酌な協力を必要とせず，家庭内でも，自動車の中でも，レス
トランや遣路上でも対象者が接触する放送番組を記録してくれる㈱。
　二つめはテレビ視聴率のみならずラジオ聴取率をも測定することが可能だと
いうことである幽。ただし，この二つの点ともテレビ，ラジオの局単位，ある
いは番組やコマーシャル単位で人間の耳には聞こえない信号を組み込み，それ
をメータが拾うということを前提としている。
　アクテイブ・ピープルメータヘの協力率が低いこと，視聴率を世帯単位では
なく個人単位にするのであれば，家庭外での視聴も無視できないのではないか
という議論が生まれていることを考慮すると，これは新たなメータとして評価
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できるものである。
　アービトロンは一テレビ，ヲジオ双方の一レイテイングー・サービスとして・ポ
ケット・ピープルメータを94年末までに2市場で導入するという計画を示した。
同社の説明では，ポケット・ピープルメータにかかる費用はセットメータの約
半分と安く，したがって大量サンプルによる調査が可能になるということで
あった。しかし，ポケットベルくらいの大きさになるというポケット・ピープ
ルメータを調査対象者がいつでもどこでも身につけてくれるかどうかは不明で
あり，テレビ，ラジオ局に信号を挿入してもらうための交渉も重要な課題で
あった醐。
　ポケヅト・、ピープルメータの計画が進むにつれて，皮肉にも多くの疑問が提
起されるようになってしまった。当然のことながらいちげん問題にされたのが，
対象者がこれを身につけてくれるか，どこかに置き去りにするか，ということ
であっ牟。アービトロンは1人あたりの調査期間を1ヵ月とレて㌣・た肺これ一
でリーチとフリクエンシーの測定はできるかど；うか，というζξも間題視され
たパた・家即視聴と家庭欄聴では明らカ1に視聴者の態度が異奉平や・一
これを合わせてしまうことに対する抵抗も強かっ辛。さらに，テレビはオンに
なっていてもミ、ユートボタンが押してある時や，ピクチャー・イン・ピク
チャー機能が使われているときにはどうするか，テレビ局が競争相手の信号に
割り込むようなことはないか，はたまた」ポケット・ピープルメータを正しい調
査対象者が身につけているかどうかはどうやって判断するか，等々である㈱。
　画期的と思われた新しいピープルメータの問題点が次々と指摘されているう
ちに，アメリカの放送，広告業界を仰天させるようなニュースが発表された。
アーピトロ！が，赤字を理由にテレピ視聴率測定サードスから1993年末をもら
て撤退するというのである。テレビ局にξっては二∵ルセンとアービトロンの．
視聴率デーダを両方とも購入するのは経済的でなか？たし，」実際に両牡ρサr
ビスの差別化は難しかった甲。、さまざまなアイデアで二一ルヤンに競争を挑ん
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できたアービトロンがテレビ視聴率サービスから撤退するということは，競争
による調査め質の向上が望めなくなることを意味し，業界は不安を大きくした
ようだ鰯。
　ただしその後のアービトロンは，ラジオ聴取率調査を中心にするとしながら
も，一テレビ視聴率から全く手をひいてしまうわけではなく，ローカルモーショ
ンと名付けたテレビ，ラジオ，新聞の利用状況と世帯の購買行動を関連させる
質的調査の計画を表明している蜘。
　3．アメリカでのテレビ媒体取引と視聴率
　このように，アメリカの放送業界でぽ，1987隼以来媒体取引の基準とし亡個
人視聴率が世帯槻聴率に取って替わっている、世帯という漠然とした単位の視
聴率ではなく，だれが見ているのかを示してこそ視聴率だ，■という考えか墓本
にあるとしても，日記式よりも合理的であるということで押しボタン式のピー
プルメータを導入し，さらにデータの精度を高めるために業界全体が取り組ん
でいる様子が理解できる。
　しかしながら，これまでの世帯視聴率調査では複数のシヌテムの並存があり
得たが，ピープルメJタを使ったシステムではそれがほとん一ど不可能なごとも
わかる。AGB，アービトロンといづた夫手の調査会社でさえ撤退せぎるを得
なかったのであるから，他にも参人しかけて失敗していった企業が何社かあっ
た。19暮7年から88隼にかけて熱センサーを使ったパッシブ・ピープルメータに
よる調査を展開しようとしたR．・D、エパーシーはその例である剛。
　調査にかかる費用の大きさがサービスの価格を引き上げ，結局のところ，テ
レビ局，広告会杜，広告主にとっては複数の調査データの購入が困難になづて
いる。視聴率調査サーピスにおいても競争の原理が働くことが望ましいとはい
え，機械式個人視聴率調査の導入が業界を再編成させ、最強の1社だけしか許
容しない状態になるというのは残念なことでもある。
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　テレビ視聴率がなぜそれほど大きな問題になるのか。ここでアメリカのネッ
トワ｝クテレビの媒体取引方法について簡単に触れておきたい。タイム・セー
ルスにはアップフロント，スキャター，オポチュニスティック，という三つの
パターンがある。アメリカでは年度が9月から次の年の8月までであるが，年
間を通した取引を希望する広告主，すなわち1年先までの出稿を約束してくれ
る望ましい広告主とは，揃の年度の6月から7月のアップフロントと呼ばれる
期間内に取引をする。
　ネットワーク側ではアップフロントでの取引を促進するために，事前に予想
される番組の視聴率を保証する。もしも提供した番組の視聴率がこの水準を下
回ることがあれば，広告主はメイクグッドと呼ばれるコマーシャルの再度の放
送による視聴率保証を得ることができるし，逆に視聴率を上回ってもその分は
広告主のボーナスとして遣加料金は求められない。アップフロントの契約が済
んだ後で四半期べ一スで売貿されるスキャターの取引がなされ，ここまでにお
いて年聞の放送枠のほとんどが売買される。．オポチュニスティックとは，放送
直前に行われる売買で，キャンセルが出た場合に販売されたり，メイクグッド
のために利用されたりする部分である㈱。
　実験段階からピiプルメータはそれまでよりも低い視聴率を出してくること
は知られていたが，1990年の第1四半期，三大ネットワークは説明のつかない
ほどの視聴率低下を経験し，これが1億5，000万ドルともそれ以上とも言われ
るメイクグッドを発生させた陶。これが」ピープルメータに起因するものだと決
めつけたネットワークは，従来からの視聴率保証の方法を修正すると表明し，
広告主の激怒を買うといったこともあったようだが，、翌年には湾岸戦争勃発で
テレビ視聴率が自然に回復し，新たな方式は使われないで済んだとリ）う経緯も
ある㈱。、アメリ」カの放送業界独特の保証システムと深ぐ結びついたテレビ視聴
率は，一大きな意味をもっているのである6
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皿．ピープルメータの投げかけた波紋
　1．ピープルメータ固有の問題点とメリット
　ピープルメータが視聴率にどのような影響を与えるかは，実験の段階から予
想されていた。前述のように，これまでの日記式調査では，「いつも見ている
から今週も見たような気がする」といった感覚で視聴が過大に記録されること
が多かったが，ピープルメータによると，そのような過大な記録はいっさいな
くなった。1986年のピープルメータ実験の測定で，非常に人気のある番組
「ザ・コズビー・ショー（NB　C）」の女性成人の視聴率が日記式より19％も
低く示され，25歳から54歳の女性のネットワーク全体の視聴では平均10％も低
くなったことは，テレビ業界にとって大きな衝撃であった㈱。しかし深夜の視
聴率は日記式よりもかえって高くなったという例外をつけ加えておきたい㈱。
　1987年秋の本格導入後，さらにはっきりしてきたピープルメータ固宥の問題
点は次の5点にまとめることができる。
①ボタン押しにかかわる問題点
　それまで使われていたセットメータがテレビのオン・オフ，チャネルの切り
替えによって自動的に視聴データを記録するものであったのに対して，新しい
ピープルメータではサンプル世帯の構成員がテレビ視聴開始時，終了（中断）
時にいちいち自分専用のボタンを押さなくてはならない。これがピープルメー
タに起因する問題点のほとんどに影響しているといっても過言ではない。
　日記式調査に見られたようなテレビ視聴の過剰申告がなくなるというメリッ
トはあるにせよ，ネットワークテレビの視聴率低下は視聴者が必ず，確実に自
分のボタンを押していないのではないか，という疑問を提起した。特定のデモ
グラフィック特性，例えばブルーカラー世帯，機械に弱い高齢者，調査に協力
しようという責任感を持たない子供などがボタン押しに拒否反応を示すという
ことである。これを裏付けるように，ネットワーク局の申でも非都市部に住む
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年配の視聴者を対象とした番組が多いといわれるC　B　Sの視聴率低下が著し
かった㈱。とくに問題が大きいのは子供番組の視聴率の低下である。この点に
ついては次の項で取り上げる。
　ボタン押しの負担があまりにも大きいために，2年間という契約期問も長す
ぎると考えられた。サンブル世帯は，何ヵ月もたたないうちにテレビを見るた
びにいつも面倒なボタン押しをしなくてはならないことに疲弊してしまう，と
いうことである。
②子供の協力についての問題点
　ネットワークテレビの子供向け番組の視聴率が激滅した。これまでの日記式
調査で母親などが子供の視聴状況を過剰に記録していたとも考えられるし，子
供がピープルメータのボタンを押すのを忘れているとも考えられる。電話同時
調査で子供の視聴を確認するという方法もとられ㈱，ピープルメータに移行し
たことが視聴率低下の真の原因なのかどうかが探られてはいるが，何年たって
も子供の視聴率の低下は収拾がつかない㈱。
　ネットワークはピープルメータに原因があると主張し，二一ルセンはそれ以
外の要因，例えばVTRやテレビゲームの利用，ネソトワーク以外の子供向け」
チャネルの増加などがネットワークテレビの視聴を滅らしているのではないか
と主張する。結局は，子供が正しくピープルメータを使ってくれるような動機
づけが必要だということになり，子供向けのギフトがくふうされたが，これも
行き過ぎるとかえって視聴率を歪ませることにもなる㈹。子供にどのように協
力してもらうかは非常に大きな間題である。
③サンプルについての問題点
　二一ルセンのサンプルが母集団を代表していないのではないか，という批判
がネットワーク局から出された。例えば，1987年の段階で全米のペイケーブル
加入世帯の割合は27％程度であるのに，サンプル世帯ではそれが32％強含まれ
ており，結果としてネットワークよりもケーブルに有利な数字が出ているとい
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う批判である㈹。
　二一ルセン，AG　Bが抽出したサンプル世帯のうち，調査協力を受け入れて
くれるのが50％程度であるということも，サンプルに偏りをもたらしていると
考えられる。協力してくれる世帯と，協力してくれない世帯とではデモグラフ
イックスに違いがあるはずだ鯛。
④ネットワーク局の番組編成への影響
　ピープルメータで比較的宥利な視聴率が出るのは，若くて都市に居住する視
聴者，とくに男性向けの番組であった。三大ネットワークのナンバー3であっ
たAB　Cが，他のネットワークと比べて視聴率の変化が低かったのは，このよ
うな層をねらった番組が多かったからだといわれた。逆にナンバー2のC　B　S
は前述のように非都市部に住む高齢者対象の番組が多く，視聴率の低下が著し
かった。ナンバー1のNB　Cの視聴率は全体的にはそれほど低下しなかったが，
「ザ・コズビー・ショー」のような人気番組では痛手を被っている㈹。
　ネットワークはこれを受け，ピープルメータヘの過剰反応はしたくないとい
いながらも視聴率をとれるような番組編成を考えるようになっていく。すなわ
ち，若者，都会派，アップスケールをねらった番組を偏重するという傾向が出
てきた幽。
⑤価格の高さ
　ネットワーク局からはデータ価格の高さに比べて，それほ有益な情報が得ら
れないといった批判もされた。痛手の大きいC　B　Sは，これまでのデータより
30％高い価格にもかかわらず，ピープルメータによる調査からはなんら建設的
な変化が生まれていないとすら言っている鯛。
　しかし，ピープルメータの導入にメリットがまったくなかったということで
はない。ピープルメータを擁護する見解としては次のようなものがあげられる。
①継続的な個人視聴率の提供
　従来からの日記式調査で得られるのは1年聞のうち38週のデータにすぎず，
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データの集計に2－4週聞の時聞がかかっていた。しかも世帯視聴率のサンプ
ル世帯と個人視聴率の日記式調査サンプル世帯とは別であった。それがピープ
ルメータを使うことによって，同一のサンプル世帯から毎日継続的に，デモグ
ラフイック特性の明らかな個人視聴データが，翌日には得られる。
②ネットワークとケーブルの比較可能性
　世帯視聴率よりも細分化された個人視聴率を得るためにはサンプル世帯を多
くする必要がある。調査開始時2，000世帯であった二一ルセンのピープルメー
タのサンプル世帯は，1988年8月に4，000世帯に拡大された。これによって
ケ丁ブル局の視聴率にもデモグラフィック情報が得られるようになった㈹。’そ
れまでケープル局には従来からの日記式サンプルから得られたデモグラフィッ
ク特性が提供されていたが，日記式では視聴者が自．分の見ているチャネルがど
こなのかわからないという状態で記録されることもあった。これに比べてピー
プルメrタのデータははるかに正確だと考えられた。ケーブル局にとっては
ピープルメータによってこれまでよりも安定したデータが得られるということ
である。また，ネットワークとケーブルとが並存している状況で，各チャネル
がどのように視聴されているかが同列に検討できるようになったとも言える。
③ネットワークの意識改革促進
　二一ルセンはその社内調査で，・ピープルメ†タ導入後に見られたネットワー
クの視聴率低下が必ずしもすべてピープルメータに起因する・とは限らないど報
告している。・視聴可能チャネルが増加し，VTRやテレビゲームの利用も増え
てテレビ受像機がネットワークテレビの視聴のために振り分ける時聞は実際に
減少していると見る叩。たまたま調査システムが変更されたために，実際の視
聴率減少の大きさがわからなかったというこ、とも考えられろだろう。
　ピープルメータ導入当初は以前より視聴率が低くなるピープルメータに反対
していたネットワークであるが，徐々に態度を変化させざるを得ないと気づく。
平マーシャルタイムをた牟販売するという考え方から，フマーシャルタイムの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1089
　128　　　　　　　　　　　早稲囲商学364号
マーケティングを試みる必要性を理解して，視聴者が彼らの商品である番組を
どのように見ているか，視聴者はどのような人たちであるのかを示そうとして
いる鰯。ピープルメータはネットワーク側にはその商品をマーケティングする
ための情報を与え，広告主や広告会社にはそれを評価するための情報を与えて
くれる。ネットワークにとって大きな意識改革であるといえよう。
　2．C　ONTAMの評価
　三大ネットワークは，二一ルセンのピープルメータ・システムの妥当性を確
認する必要を強く意識した結果，二一ルセンからのデータ提供を受け，問題の
所在を突き止めることになった㈹。その依頼を受けたのがC　O　N　T　AM
．（C㎝mittee　on　Nati㎝wide　Television　Audience　Measurem㎝t：全国テレビ視
聴者測定委員会）である。C　ONTAMとは，1960年代に三大ネットワークが
設立した，テレビ視聴率調査の信頼性に関するさまざまな調査を行う組織であ
る。活動の中心は，おもにネットワークテレビの立場で二一ルセンの視聴率調
査に不備がないかを監視するオンブズマン的な仕事であったカ綱，ピープル
メータ導入によってネットワークの視聴率が著しく低下したためこの調査方法
の問題点を徹底的に洗い出すこととなったのである。
　C　O　N　TAMはS　R　I（Statistical　Research　lnc．）とともに調査に当たり，
1989年12月に調査緒果をレポートとして発表した。レボートは7分冊，それぞ
れ約100頁という膨大なものであった。その概要をここにまとめておく副。
①ピープルメータによる視聴率測定緒果の全体的な評価
　ピープルメータ・システムの導入後起こった変化の主要なものは，HUT
（H㎝seholds　Usi㎎Television：総世帯視聴率）の低下と三大ネットワークの
世帯視聴率の低下，ケーブルの世帯視聴率の上昇，個人視聴率の深夜での．ヒ昇，
子供向けの時間帯とされている土曜朝の減少であった。
　このうち，深夜の視聴率上昇は「70分編集ルール」によって起こったと推定
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された。ピープルメータのボタンは，実際には誰かがテレビのスイッチをオン
にすると，テレビの上についたランプカ涼滅し，個人ボタンを押して登録終了
を示す「OKボタン」を押すように促すようになっている。チャネルを替えた
ときや70分間同一局にチューニングされているときにもランプが点滅する。深
夜のテレビ視聴は寝室でなされることが多いと予想される。同一局へのチュー
ニングは70分たつと確認のライトが点滅するとはいえ，OKボタンを押した後
テレビを見ながら眠ってしまっても最大70分は視聴したと記録される可能性が
ある。これが深夜の視聴率を高くした原因ではないかというのがC　O　NTAM
の考え方である。
　その他の変化については標本抽出上の誤差，母集団の推定，標本と母集団と
の差異，ケーブル普及率の変化，ビデオの使用等で一部分は説明できそうだと
しながらも，それだけで説明しきれないとしている。
②標本抽出方法とフィールドでの実施状況
　二一ルセンの標本抽出計画は標準地域確率抽出法を用い，世帯抽出段階まで
は問題ないが，そこから無作為抽出といえなくなる可能性があった。はじめは
「べ一シック・ユニット」と呼ばれる無作為に選んだ世帯単位に協力を要請す
る。べ一シック世帯が拒否すると，ケーブル加入状況や子供の有無などでこれ
と適合している近隣世帯に協力を要請する。これを「オルタネート」と呼ぶ。
オルタネート世帯よりもべ一シック世帯を採用するために多くの努力がなされ
るとはいえ，リクルーティングを行うスタッフにはかなり自由裁量が与えられ
ている。しかも，簡単に調査協力を受諾してくれるオルタネート世帯の方が，
べ一シック世帯より高いテレビ視聴率を示すことが標本を歪ませることになっ
ているようだ。
　もう一つの問題は，調査協力の拒否率が高かりたり，特定の地域での回転が
早いのでそれを補填するために新たな世帯を加えざるを得ないことである。理
想としては，協力してくれる世帯はテレビ受像機の所有状況，ケープル加入状
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況，ビデオデッキの所有状況，衛星放送受信状況などにおいて母集団を代表す
るものでなくてはならない。しかし，世帯の所有設備が複雑になるほど，協力
を受諾させるのは難しくなり，メータの設置にも時問がかかり，設備に不都合
が起こる可能佳も高くなる。
　ユ987年の7月時点でメータ設置許可率は55％であったが，ピープルメータ導
入後それが50％になり，ユ989年の6月には47％に低下してしまった。編集
チェッ、クを経て有効なデータを取り出すと，さらに少なくなってしまう。当初
の協力要請から考えて，反応率は約35％というのがレポートの予測である。
③サンプル世帯の義務と二一ルセン・スタッフとの接触
　ピープルメータでは調査対象者がテレビを見始めるとき，終了・中断すると
きにボタンを押す。これは一見簡単なことのようだが，テレビ視聴をきちんと
定義しないと，対象者が混乱する難しい問題を含んでいる。レポートが指摘し
たのは，サンプル世帯への協力要請時の説明と，実際のトレーニングとの聞に
矛盾と。あいまいさがあるということであった。
　例えば，リクルーテイングに際して「テレビを見に部屋に入ったときにはい
つでもボタンを押し，部屋を出るときにはあなたの登録を解除してください」
と指示するスクリプトが指示される。しかし他の説明書ではただ「視聴してい
るとき」にボタンを押すとしてある。
　説明書には誰がボタンを押すのかについてのあいまいさも見いだされる。テ
レビを見る人はだれでも自分に割り当てられたボタンを押さなくてはならない
と強調しながら，家族の他のメンバーがボタンを押そうとしなかったり，忘れ
ていたりしたときには視聴の開始時や終了時にその人に代わってボタンを押す
ように指示しているのである。これは各メンバーが他のメンバーの視聴データ
の提供に関して責任を持つということを意味する。
　サンプル世帯はこのように責任を負わされている一方で，「視聴」の具体的
な定義は提供されていない。視聴が中断されたり，一時的なものである場合ど
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うするのか，また何かをしながら二次的，三次的な行為としてなされている場
合はどうするのか，という疑問には回答されていないのである。
　サンプル世帯の秘匿性についても問題がある。ピーブルメータやリモコンが
目立つものであることから，、サンプル世帯の訪問客はそこが二一ルセンの調査
世帯であることがすぐにわかってしまう。そればかりでなく，訪間客にも別の
番号が割り当てられ視聴状況が登録されることになっているのである。これで
視聴率の操作がされないとは言えないだろう。
　二一ルセンのスタッフとサンプル世帯が協力期聞中に接触する機会は多い。
協力率を高めるための刺激づけとして，ギフトや金銭的な報酬を与えるためで
ある。レポートは接触の機会が月3回以上はあるという推定をした上でナこれ
が視聴率にバイアスをかける可能性をも指摘している。
④データの編集と処理
　視聴データは各世帯内の中央マイクロプロセッサユ三ツトに集められ，二一
ルセンのセントラルコンピュータヘの自動的な電話通信によって送信される⑪
その時，データは一致性や正確性に関してチェックされる。二づレセンはデー
タの編集や処理を行うための複雑なルールを有しているらデータが正確かどう
かを判定し，ゆがんだ結果を排除して集計するためのである。このルールが厳
しすぎると，完壁なデータを提供してくれる世帯や個人だけしか使えない。し
たがって，インタブ率（メータ設置サンプル全数に対して所定の日にデータが
有効であるサンプルの割合）は非常に低くなる。ルールがルーズであ才しばイン
タブ率は高くなる。ルールの変更はデータに直接の影響を与えることになる。
　編集チェックはまず世帯レベルで行われ，一ついで個人レペルで行われる。個
人のインタブ率はつねに世帯のインタブ率よりも低いbレポートでは，インタ
ブ率は世帯内の成人と子供の人数によづて，またその世帯の設傭の複雑さに
よってかなり違ってくるとしている。例えば，、世帯で94％，個人で92％という
最高のインタブ率を示す世帯タイプは，子供なし，55歳以上の成人のみ，」テレ
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ビの台数は2台以下，というパターンである。世帯で93％，個人で79％とイン
タブ率が最低の世帯には子供がいて3台以上のテレビがある。これが意味する
ことは，テレビをよく見ているはずの世帯が，日々の視聴率での貢献が少ない
ということである。また，この視聴率測定システムは世帯構成や設備が複雑で
あるほど視聴率測定が難しくなる，ということも示している。
⑤技術的な面からの検討
　技術的な面から検討した緒果，このメータは正確で高い信頼性を有するとい
う結論が出た。しかしどんな設傭も100％完壁ということはありえず，調査対
象設備が増えれば増えるほど，メータの付属機器の機能の信頼性は低下する。
複数のテレビ受像システムを持っている世帯の視聴は，実際よりも低く計上さ
れる可能性が高い，ということである。
⑥出口調査の結果
　12ユ世帯に住む197人を対象としたインタビューの緒果が示されている。彼ら
はかつて二一ルセンのピープルメータサンプルであったがすでに協力をやめて
いる人たちである。出口調査の結果は，ピープルメータシステムで得られた視
聴率データは遇少報告であり，不正確で，社会的に望ましい番組に対して偏り
があり，子供の視聴率データは成人のデータよりも悪くなるとという意見を支
持するものとなっている。
⑦最終報告（新たなテーマの指摘）
　最後に二つの新しいテーマが指摘された。ノンリスポンス（反応なし）の問
題と継続期聞の長さがもたらす影響の分析である。
　ノンリスポンスは，テレビ視聴時にまったくボタンを押そうとしなくなった
り，テレピの視聴すらやめてしまうという反応である。ピーブルメータのサン
プル世帯にノンリスポンスが起こる可能性は高い。何が原因なのかを突き止め，
反応を改善するためにどのような作戦を展開すべきか考える必要がある。
　サンプル世帯に2年閻の協力を要請するのは方法論的に好ましいからではな
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く，リクルーテイング，メータの設置，トレーニングにかかるコストを考えた
経済性重視からのことである。調査期問が始まったばかりのときと終了時とで
テレビ視聴時間を比較すると，18－34歳の女性，男性では減少がみられた。し
かし，広告主がターゲットとしてあまり重視していない50歳以上の男女では時
間経過とともに視聴時聞が増加していた。この点は新たに研究すべきところで
ある。
IV．日本でのピープルメータヘの関心
　ユ．機械式個人視聴率調査の意義
　アメリカではユ980年代以降，ネットワーク以外の視聴可能チャネルが増え，
リモコンやVTR，テレピゲーム機などの利用がテレビ視聴行動を変化させた
ことから，放送業界内部から日記式に代わる新たな視聴率測定が要求されるよ
うになったということはすでに述べた。臼本においてもB　S放送，C　S放送が
開始され，ケーブルテレビ加入世帯（難視聴対策用番組再送信ケーブルと都市
型ケーブルを合わせて）は年々増加して世帯普及率では94年度ですでにNHK
契約世帯の26．6％に追っている鯛とはいえ，本格的な多チャネル時代はこれか
らというところである。
　現在のところ，日本で機械式個人視聴率調査の意義を唱えているのは，ケー
ブル局でもB　S，C　S局でもなく，大手広告主である。近年の景気停滞が広告
主の広告費管理にこれまで以上の厳しさを求め，広告主は広告費の中でもとく
に費用のかかるテレビ媒体を見直そうとしている。日本にはアメリカのメイク
グッドのようなシステムはないが，テレビ媒体はタイムランクごとの定価とは
別に視聴率によって料金交渉がされ，視聴率の高い番組や時間帯ほど割高にな
る。しかし，根拠となる世帯視聴率は，どういう人がどのくらい視聴している
かを示すものではない。広告主としては高額な媒体費を費やしても，視聴者の
属性をつかむことができないのである。もちろん，補足的に行われる日記式調
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査によってある程度のデモグラフィックスは提供されているが，それは毎月1
週閻分のデータであり，集計にもユカ月程度の時問がかかる。アメリカはじめ
世界37カ国ですでに実用化されているピープルメータを日本のテレビ視聴率に
も使ってもらい，毎日のデータをタイムリーに提供してもらいたい。広告主は
このように主張す糺
　2．広告主の関心と業界の対応
　二一ルセン，A　G　Bがアメリカでピープルメータ調査を開始した1987年ごろ，
日本の広告業界では「視聴質」ということばが話題になっていた。社団法人日
本広告主協会の当時の電波委員長（資生堂の福原義春現社長）が「これからは
テレビ番組がどれだけ視聴されたかという視聴率だけでなく，どのような視聴
のされ方をしたかという『視聴質』が問題になる」という意味の発言をしたこ
とから，広告主，広告会社，媒体社ともに視聴の質に関する関心が高まった。
　民間放送は広告で成り立っている。広告主が喜んで金を出すような番組が民
問放送にとっては金を稼ぐ番組である。広告主が金を出したくなる番組とは，
すなわち視聴率のとれる番組である，といった論法でか，そのころテレビ界で
は視聴率三冠王なることばが幅を利かせていた。全日（午前6時一深夜12時），
ゴールデンアワー（午後7時～10時），プライムタイム（午後7時～11時）の
三つの時聞帯で平均視聴率のトップをとることを，テレビ業界では視聴率三冠
王と言っている。とくにフジテレビとTB　Sとがこの三冠王をめぐって派手な
キャンペーンを展開していた鯛。民放自ら，視聴率をとることを至上命題と公
言していたとも言えよう。
　しかし，広告主協会から出てきた視聴率に振り回されるな，という提案に
よってテレビの媒体価値を見直そうという動きが生まれ，広告主協会のみなら
ず日本民間放送連盟もこのテーマで研究報告書を出すこととなった㈱。
　この段階では，視聴率（世帯視聴率）に代わる新たなテレビ媒体の評価基準
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とは何かということが争点で，①個人視聴の質（提供番組の視聴者がターゲッ
トに合致しているか），②番組の質（好ましい番組だったか，企業・商品イ
メージと合致しているか），③番組とCMへの好感度，④CM挿入枠の環境
（自社のCMの放送された周辺に競合他社のCMがなかったか），⑤視聴者層
の多様性などさまざまな切り口が提示されていた㈱。しかし，それが次第に個
人視聴の質，ひいては機械式個人視聴率調査に集約されていくことになる。広
告主にとってみると，ターゲットとなる視聴者がどれだけ自社のコマーシャル
を見てくれているかということが，番組の好感度やコマーシャル挿入の環境な
どより重大なことであった。
　その後広告主協会では電波委員会が中心となって，諸外国のピープルメータ
事情を研究していく。1990年11月にはテレビ局，広告会社，調査会社も交えた
欧米テレビ広告事情実態調査団を組織し，ニューヨーク，パリ，ロンドンの視
聴率調査会社の視察をしている鯛。欧米の実態を視察した広告主，テレビ局，
広告会社，調査会社は，ピープルメータのメリットもデメリットも理解した上
で，日本でも早晩実用化されるという方向でほぼ合意したかに見えた。
　ところが広告主協会の積極的な取り組みに反して，1991年にはいるとテレビ
局側からの時期尚早だという意見が強まり，慎重論が主流を占めるようにすら
なっていったのである。例えば，個人視聴率は広告主にとっても1テレビ局に
とっても重要なデータではあるが，欠点の多いピープルメータを無理に使うよ
りは日記式調査を充実させる方がいい，といった理論が展開されている帥。テ
レピ局側はサンプル世帯の負担やコ、ストなどピープルメータのデメリットを強
調したが，その裏ではアメリカのネットワークの視聴率低下が日本にも起こる
ことを懸念していたようだ。
　欧米視察団を送る直前，1960年代から2社体制であった日本の視聴率調査事
業にデータアクセスという企業が参入することになった。同社は正確には視聴
率調査会社ではなく，視聴率調査機のメーカーである。1990年9月，データア
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クセスはVラインという押し忘れ防止装置付の押しボタン式ピープルメータを
発表した。これはアクティブ・ピープルメータとパッシブ・ピープルメータの
中間的な存在で，当時はセミアクティブ方式と呼ばれた。ピープルメータ同様
個人登録ボタンを押してもらうが，超音波と熱感知センサーで人数を測定し，
テレピの前にいる人の数とボタンの押されている数を照合し，合わないときに
は警告用のランプが点灯する。以後，広告主協会はvラインをピープルメータ
の改良版，A　PM（Advanced　People　Meter）と呼んで支持することになる。
日本国内でいっこうにピープルメータ導入の気運が高まらないことに対する抗
議も含まれていたと見ることができるだろう。ビデオ・リサーチは1990年6月
に同社で開発中のアクテイブ・ピープルメータを公開し，二一ルセンは1991年
5月にP　PM（Passive　People　Meter）試作機を公開した。しかしそれ以上に
はなかなか進まないのである。
　1994年，事態の急速な展開が見られた。すでに前年6月，二一ルセンは最新
のP　PMを公開し，前回の試作機よりも人の判別において大幅に精度が向上し
たと言われていた。これに対してビデオ・リサーチは1994年3月に押し忘れ防
止装置付のピープルメータとP　PMの2種を公開した。3月の時点で，押し忘
れ防止装置付のVライン，フルパッシブを目指す二一ルセンのP　PM，押し忘
れ防止機能付ピープルメータとP　PMの両方を提示するビデオ・リサーチが顔
をそろえたことになる。
　5月には電通，博報堂が広告主協会に対して機械式テレビ個人視聴率調査の
テストを行うよう提案した鯛。この提案はサンプル数を500程度，使用する機
器はVラインを念頭に置き，広告主もある程度は費用を負担するという内容で，
具体性を帯びたものであった。大手広告会社2社からの提案でピープルメータ
の実験開始がようやく現実味を持ってきた。
　広告主協会が支持してきたVヲイン，すなわちA　PMは，押し忘れを警告す
るという意味でアメリカで使われているピープルメータより高度な機能を持っ
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ている。しかしただテレビを見ていさえすれば自動的に個人が判別されるP　P
Mよりはサンプルの負担は大きい。テレビ局側は，機械式個人視聴率調査を行
うのであれば最初からPPMでという考え方を示していた。広告主協会と話し
合いを重ねてきた民間放送連盟は7月に今後この問題は「個人視聴率問題特別
委員会」を設置してそこで検討すると発表した㈱。
　このように広告主，広告会社，テレビ局側の準備も整い始めた7月後半・
二一ルセンは11月1日より，関東地区300世帯で機械式個人視聴率調査を開始
すると発表した。しかもこの調査には同社が開発したメータではなく，日本広
告主協会が支持してきたデータアクセスのVラインを小型化した「新Vライ
ン」が使われることとなった㈱。一方のビデオ・リサーチも1995年3月からの
6ヵ月問，関東地区300地帯でピープルメータの実験に入ると9月に発表した。
この実験は，人数センサーあるいは入退室センサーという補助装置付のピープ
ルメータの効用をチェックするため，センサーの有無でサンプルを二分して行
われることとなった㈹。立場の違いから，このような動きにはさまざまな反応
が起こったが，ようやく広告主念願の機械式個人視聴率調査が本格的に導入さ
れると恩われた。
　3．テレビ局の反応
　ピープルメータ導入にきわめて積極的な態度をとり続けた広告主協会に対し
て，消極的ともいえる慎重論をとるテレビ局，民閻放送連盟の主張は，次の4
京にまとゆることができる。
①PM，APMの視聴者への負担
　アメリカでのピープルメータ導入後に明らかにされたような，メータの構造
上の問題，すなわち，サンプル世帯のメンバーが調査会社の意図したとおり確
実にピープルメータを使ってくれるかどうか，という点。忙しいとき，部屋の
出入りの激しいときなどに，いちいちボタンを押してもらえるか。途中で協力
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に嫌気がさしてメータを取り外してくれというようなこともあるのではないか。
また，面倒なメータを使うということで，協力を依頼しても初めから断わられ
ることも多く，サンプル世帯に偏りが出るのではないか㈱。
　APM（yライン）は，アクティブ式とパッシブ式の中間に位置しているが，
両者のメリットではなくデメリットを背負っている。すなわち，ボタン押しの
わずらわしさがあり，人数センサーがあるために機械から監視されているよう
な圧迫感，プライバシーの侵害感があるだけでなく，その装置の分だけ費用が
かさむ㈱。
②コストの増大
　世帯視聴率よりも細分化する個人視聴率を調査するには，当然これまでより
大きなサンプルが必要とされる。アメリカでは全国レベルで4，000のサンブル
が使われている。日本で現在使われている世帯視聴率調査のサンプルはビデ
オ・リサーチも二一ルセンも関東地区では300サンプルだが，ピープルメータ
を使うことになれば関東だけで少なくとも1，000～1，500程度のサンプルが必要
だと言われる㈱。それだけでもコストが上がるのに，メータが複雑なためのコ
スト増もある。そのコストを負担するのはだれか。広告主が欲しがっている費
用のかかるデータを，テレビ局の負担で提供しなくてはならないのか㈱。
③放送事業の公共性
　民間放送は経営を広告収入にたよる営利事業であるが，免許を受けて行う公
共性の高い事業でもある。したがって，放送する番組は何よりも総合放送とし
て調和のとれたものでなくてはならない。しかし機械式個人視聴率調査が開始
され，個人視聴データが広く普及するようになると広告主が番組編成に介入し
てくることが考えられる。広告主が個人視聴率を根拠に自分たちのマーケティ
ングに有利な番組編成を強く希望してくるおそれがある。例えば，時代劇はお
もに年配者が見ているとなると，この層をマーケティング的にあまり重視しな
い広告主が時代劇はもういらないと編成に介入してくるのではないか㈱。これ
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では広告主の都合だけが優先され，本来公芙性が高いはずのテレビ放送から視
聴者の利益が無視されてしまう。
④広告主，テレビ局，広告会社のコンセンサスの重要性
　以上のような点からピープルメータの導入に慎重な態度をとるテレビ局側で
あるが，必ずしもテレビ関係者すべてがピープルメータ導入に反対を唱えてい
るわけではない。現行の日記式調査を充実させれば広告主の個人視聴率データ
ヘの二一ズに十分対応できる㈱という見解もあれば，個人視聴率はテレビ局に
とっても番組編成・制作に不可欠であり，現在の日記式調査ではもはや不十分
なので，フルパッシブのP　PMの導入が待たれる㈱という見解もある。
　どちらにせよ，これからは個人視聴率の充実が重要課題であるという点では
コンセンサスは得られている。Lたがって，広告主とテレビ局双方さらに，
データの扱いに深くかかわってくる広告会杜とに納得してもらった上で，信頼
性のある調査方法で実施していくことが重要になる。広告主のピープルメータ
導入論にもっと説得力があり，調査方法の妥当性が十分な期問の実験などで証
明されれば，また，データの利用方法に関しても費用負担の面でも合意が得ら
れればピープルメータの導入はスムーズになると考えられる。現段階では個人
視聴率データがどのように利用されるのか，広告主とテレビ局とではっきりし
たコンセンサスはなく，これがデータを欲する側とデータを提供させられる側
との認識のずれとなっているようだ。
　4．得られないコンセンサス，
　1994年11月からAPM（新Vライン）での個人視聴率調査を開始すると発表
した二一ルセンに対して，8月24日民間放送違盟の個人視聴率問題特別委員会
は白紙撤回を求め，テレビ局との話し合いの場を持つよう要望書を提出した㈱。
要望書は①二一ルセンの新しい調査システムは，そのハード面，ソフト面での
調査上の問題の検討がまったくできない。とくに，十分な期問のフイールドテ
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ストによる慎重な検討という原則が無視されているのは見逃せない。②新シス
テムの導入には視聴者，広告主，広告会社，放送事業者のコンセンサスが必要
なのに，それを得るための努力がなされないまま突然実施されようとしている。
③したがって，二一ルセンの実績と信用を傷つけないためにも，広告事業の混
乱を避けるためにも11月実施を自紙に戻し，放送事業者と話し合いの場をもっ
ていただきたい，というものである。
　さらには10月25日になって日本テレビが来年5月に更改時期にあたっている
二一ルセンとの契約を打ち切ると発表した㈹。先の要望書提出後の民聞放送連
盟と二一ルセンとの話し合いがまとまらず，二一ルセンに最後の譲歩を求める
ねらいと解釈された。それでも二一ルセンは譲らなかったが，結局は実施予定
日の前日，民放連個人視聴率特別委員会との話し合いで11月実施への最終的な
合意が得られず，テレビ局向けの営業活動を延期することを決定した㈹。
　しかしこの話し合いで，民放連は二一ルセンの個人視聴率データを「検証
データ」と認めるという形で若干の歩み寄りをみせた㈱。これまでの世帯視聴
率のように広告主との取引に用いるデータとは考えないが，個人の視聴状況を
検証する一つのデータとしては考えてもいいということであろう。また，話し
合いに同席した日本広告主協会側も，この検証データを広告料金算定の材料と
しては使わないと説明した。
　1960年代から，日本のテレビ視聴率調査では二一ルセンとビデオ・リサーチ
の2杜体制が続いているとはいえ，実質的にはビデオ・リサーチの優位が認め
られている。全テレビ局が両社のデータを購入しているわけではなく，昨年以
降，不況のための経費節減で二一ルセンとの契約を打ち切るテレビ局が出てき
ていた。二一ルセンは個人視聴率データの主たる顧客を広告主と想定していた
が，あらゆる時問帯の視聴データを購入するテレビ局に対して，広告主は自分
たちに関係のあるデータしか購入しないので，そこから得られる収入は限定さ
れる。すなわち，民放テレビ局の契約解消が続出するようなことになると，同
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社の経営は非常に厳しくなってしまう。二一ルセンがテレビ局向け営業活動は
当面延期することにしても，これによって広告主や広告会社に対して個人視聴
率調査データを販売することが制約されるわけではない。しかし，民放連との
関係がこれ以上悪くなることは，営利企業としての同社の存亡にもかかわる。
　一方のビデオ・リサーチは，民放違を刺激しないよう，来年3月から8月ま
で行うPM実験について非常に慎重な計画を発表している㈱。まず，機械式個
人視聴率調査には本来は対象者に負担のかからないP　PMが理想だとした上で，
現在開発中のP　PMにはまだ問題があるので，押しボタン付のピープルメータ
を使い，「サンプルの協力度」「入力の正確性」「補助装置の効用」「実験調査期
問中に発生した課題の対応策」「現行日記式個人視聴率データとの比較」など
を検証するための実験という意義を明確にしている。
　実験調査地域は関東一都六県と熱海市，伊東市，サンプルは300世帯，これ
は現在行われている世帯視聴率調査と同様である。このサンプル世帯を150ず
つに分け，一方には補助装置（人数センサーあるいは入退室センサー）付の
ピープルメータ，他方には補助装置なしのピープルメータを設置する。対象者
は世帯内個人全員で，最大ユ4名とゲスト1名，しかし集計時には0－3歳児と
ゲストは削除する。対象局は地上波民放5局，NHK2局，その他の地上波，
CATV，衛星放送など合計16局。集計単位は60分毎。データ提供はパソコン
利用の竃子サービスで行う。1しかも，この実験はビデオ・リサーチが自費で行
う自主調査である。
　また，一「3砺日連続データ取得の可否」皿「データ提供ま止での期聞短縮」を中心
に，一現行の日記式個人視聴率調査の改良も考慮している。そして，日本広告主
協会，民放違などとの合意が得られるのであれば実用化を考えたい，と発表し
ているのである閥。
　この実験計画が，広告主，テレビ局とのコンセンサスを得ることを第一の目
的に練られたものであるということは明らかである。現段階で民放連から合意
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を得るには，二一ルセンのAPMとビデオ・リサーチの補助装置ピープルメー
タのハード面でのよしあしではなく，どんな実験計画を提示するかが間題のよ
うだ。民放違が「この問題の一違の経緯について，強い不快感を表明する」と
声明し，二一ルセンが「調査会社が新しい調査を始めるのに，何で部外者が文
句をいうのか。一種の営業妨害だ」と応じる㈱。この状態ではコンセンサスに
は遠＜及ばず，広告主が長年待ち望んだピープルメータの導入にはさらに時聞
がかかることになりそうだ。
V．ピープルメータ導入までの課題
　1．調査会社にとって課題
　日本でのテレビ視聴率調査にピープルメータを導入するにあたって，放送業
界，広告業界でどのような動きがあったかを見てきた。これまで使われてきた
視聴率調査方法の変更を広告主が推進したのに対して，調査されるテレビ局側
からの大きな抵抗があったことがわかる。しかし，諸外国の広告業界ですでに
テレビ個人視聴率が日常的に利用されている現状と，広告主の希望と要請，テ
レビ局にとっての必要性などを勘案すれば，今後は日本でも個人視聴率調査が
行われることは確実である。最後に，ピーブルメータ導入までに各利害関係者
が解決しておかなくてはならない課題を挙げておきたい。
　調査会社は，調査データを利用者にサービスする営利企業である。ある調査
会社がユニークな調査データを販売するとすれば，それは他社との差別化ので
きた商品だと考えられる。一般的には，麓争相手その他の第三者が，法律的に
問題のない商晶の開発や販売に意義を唱えることは営業妨害ととらえられても
仕方がない。個人視聴率という商品に関しても，民放連の強い抵抗は一企業の
白由な経済活動を阻害するものである。販売された個人視聴率がデータが一人
歩きすることを懸念する，といわれてはいるが，もしも問題のあるデータが出
てきたときには責任は調査会社が負うべきものである。
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　しかしながら，視聴率調査データはその顧客が広告主，テレビ局，広告会社
という範囲に隈定されており，いくらでも販売できるものではない。しかも，
そのデータが顧客にとっては広告効果判断の指標となり，収入を左右する可能
性のあるものであるので，これまでは三者の合意の下に調査されてきたという
ことも忘れてはならない。
　二一ルセンとビデオ・リサーチの対応から，調査の実施に際して，ハード面，
ソフト面から利害関係機関が納得せざるを得ない確実な実験計画を提示するこ
とが必要だといえよう。アメリカの例を見ると，個人視聴率調査導入後，縞局
は二一ルセン1社しか生き残ることはできなかった。しかし，データを提供し
てくれる企業が1社しかないということは，テレビ局にとっても広告主にとっ
てもありがたいことでない。複数の調査会社が特色のあるデータを提供しなが
ら共存するには，各社とも関係機関からの了解を取り付けた上での調査をして
いくことが前提になる。
　現実的に，視聴可能チャネルが増え，リモコンを利用したフリッピング視聴
が多く，また何かをしながらのいわゆる「ながら視聴」も多いことを考えると，
あいまいな記憶に頼りながら何週問も視聴日記をつけることの負担は，ピープ
ルメータのボタンを押すこととは比べものにならないほど大きいはずである。
これを理解した上で，アクテイブ・ピープルメータと各種のセンサーによる警
告装置の意義を理解してもらうよう努めるぺきである。
　また，各社で開発中のパッシブ・ピープルメータにからむプライバシー侵害
への不安感をいかに解消するかも，機器の開発だけでなく重要な課題であると
いえる。専門知識のある人，、機械に強い人にとっては不安のないものでも，サ
ンプル世帯は無作為に抽出された普通の人々なのである。
2．テレビ局にとっての課題
生活が豊かになるにつれて，あらゆる製晶，サービスヘの二一ズは家族単位
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から個人単位に移行していく。例えば，家庭で利用されるシャンプーや歯磨き
のような日用品でも，電話機，コンピュータのような機械類でも，また家族の
部屋でも，生活にゆとりができてくると個人利用が可能なものが使われるよう
になる。テレビの場合も，昭和30年代，40年代の家族が一緒に1台のテレビを
見ていた時代と現在とでは明らかに違う。
　広告媒体としてのテレビは豊かな生活様式を積極的に描き出したコマーシャ
ルを放送しているが，視聴者がすでに家族単位から個人単位の行動に変わって
いることに気づくのが遅れていないだろうか。テレビの複数所有が進み，チャ
ネルが増え，VT　Rやテレビゲームが普及し，テレビ視聴はテレビ業界が考え
る以上に個人化している。テレビは確かに最大のマスメデイアであるが，一つ
の番組でさまざまな視聴者にアピールするのは今後さらに難しくなると恩われ
る。この点をまず理解しておかなくてはならない。
　また，放送事業の公共性という視点からピープルメータによる個人視聴率調
査導入に反対するという根拠は弱い。ここには「文化」は「経済活動」よりも
崇高で，優先されるべきものだという理論があるようだが，もし本当に公共性
を第一に追求するのであれば，個人視聴率データがどのような繕果をはじき出
しても，広告主がどのような意見を言ってきても，テレビ局の判断で「放送文
化」を守っていくべきである。これまでは業界内部から視聴率三冠王に代表さ
れる視聴率獲得競争をし，そのための番組作りを重視してきたのではなかった
か。広告主の番組編成への介入を懸念して，調査会社の新しい調査サービスを
阻止するよう介入するというのは非常に強引な方法ではないだろうか。
　テレビ局がピープルメータ導入に反対するのであれば，広告主を納得させる
個人視聴率データを提供する別の方法を提示した上で，ピープルメータの問題
点を理論的に指摘しなくてはならないだろう。世帯視聴率よりも低くなるから，
といったことではだれも納得できない。
　前述のように，アメリカでは個人視聴率導入後ネットワークテレビがコマー
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シャルタイムのマーケティングを行う必要性に気づき出したと言われ糺たし
かに放送文化という視点も忘れてはならない。しかし自分たちの放送する番組
の視聴者はどんな人たちで，その番組をどのように視聴しているのかを詳細に
とらえることは，民間放送の番組やスポットの価値を高める。広告主による番
組介入という否定的な側面だけでなく，これからのテレビ媒体のマーケテイン
グという視点で，個人視聴率データを肯定的にとらえるような意識改革をして
いくことが大きな課題である。
　3．広告主にとっての課題
　民放連の抵抗により，あと少しのところでピープルメータ導入が実現しない。
この状態を打開するには，個人視聴率データの利用に関する事前の取り決めを
行うことが課題になる。そのポイントとしては，当面は個人視聴率データを基
に料金交渉を行わないということ，テレビ局の番組編成に意見は言っても強制
的な介入はしないということ，調査コストをある程度負担するということであ
る。最後の点は，広告主の中でも個人視聴率データの要不要に違いがあると考
えられるためである。
　個人視聴率が導入されたあとを長期的に考えると，これまで広告主が負担し
てきたテレビ広告料金が効果と見合っていたかどうかが判断されることになる
だろ㌔その場合に，テレビ広告料金の体系が変化していく，いわゆる価格破
壊が起こるかも知れないし，需要と供給の関係から価格は現在と同じような水
準で維持されるかも知れない。広告主が自分たちに必要なマーケテイングデー
タとして個人視聴率を望んでいると言っている限り，料金交渉には利用しない
と確実に取り決めておくことが必要である。
　テレビ広告料金の高さはどの広告主も指摘している。しかも，広告主が扱っ
ている商晶やサービスと違って，その性能や効能を示すデータが世帯視聴率し
かない。機械式個人視聴率調査導入を推進しながら広告主はテレビという媒体
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の価値を再確認しようとしているのである。最大のマスコミとはいえ，テレビ
は徐カにセグメント化された視聴者をねらった媒体になりつつある。今後はコ
スト効率で判断して他の媒体に振り替えるというような方法も考えていくべき
である。
　4、テレビ視聴をどのように定義するか
　どのような方法にせよ，個人視聴率を測定していく際に明確にしておかなく
てはならないのは，どういう状態をテレビ視聴と定義するのか，ということで
ある。あるいは，テレビ視聴の濃度を明確にすると言い換えてもいい。
　ある番組の視聴率をたんに「見たか」「見なかったか」でとらえる，といっ
た方法では現在ではほとんど通用しない。何度も述べているように，リモコン
を使って番組中でもコマーシャル中でも頻繁にフリッピングする。集中してテ
レビ画面を見るというより，テレビの音だけを聞きながら別のことをする。あ
るいは音を消して画面だけ見ながら他の音を聞く。このような見方が一般的に
なって，「見た」「見ない」，さらには「どの番組を見ていたか」が簡単には言
えなくなっているのである。
　S　R　Iは1992年に18歳以上の成人1，000人を対象にインタビュー調査を行い，
人々がどんな状態でテレビを視聴しているか，また視聴をどのように定義して
いるかをたずねた㈱。初めの質問に関しては次のような結果が出た。括弧内は，
その項目にイエスと答えた人の割合である。
①興味のある番組の視聴を前もって予定している（54％）
②テレビに集中している（42％）
③画面を見ていないときでも，テレビで何をやっているか把握している
（38％）
④テレピを見ながら他のことをしようと思う（37％）
⑤部屋を出たり入ったりしながらときどきテレビを見ている（31％）
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⑥見ようと思っていないときでも恩わずテレビを見てしまうことがある
（28％）
　これは複数回答であるが，さまざまな形態でテレビ視聴がなされていること
がわかる。二つ目の質問は「あなたがテレビ視聴の記録をつけるとすれば，次
にあげる状況はテレビを視聴しているといえますか」というもので，括弧内は
やはりイエスという回答の割合である。
①テレビを見ながらスナックを食べている状況（83％）
②テレビに注意を払いながら，ときどき誰かとしゃべっている状況（40％）
③テレビのついている部屋の申にいるが，何か食べるものを取りに部屋を出た
り入ったりする状況（34％）
④ときどき新聞を読みながら，ときどきテレビに目をやっている状況（31％）
⑤テレビのついている部屋の外にいて，画面は屍えないが音は聞こえている状
況（13％）
⑥テレビのついている部屋の中に座ってはいるが，画面を見もせず音も聞いて
いない状況（9％）
　一般的なテレビ視聴者の判断では視聴はこのように幅がある。例えばセット
メータによる世帯視聴率であれば，①から⑥まですべてテレビがオンになって
いるので「視聴」とカウントされるが，個人視聴率ではどれも対象者によって
視聴と判断されることもされないこともあり，ボタンが押される可能性も押さ
れない可能性もある。
　フルパッシブのピープルメータが開発され，同じような状態にあるサンプル
が同じように判断されるようになるまでは，視聴を定義しておくことがデータ
の一貫性を高めることになる。例えばS　R工は「テレビのついている部屋の申
にいる状態」を視聴と定義している。これはいいか悪いかは別にして一つの明
確な定義である。ボタン押しを任されるサンブルにとって簡単に判断ができる
からである6
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　ヨーロッパではピープルメータの利用に際して二つの視聴の定義が利用され
ているという。すなわち，「調査対象者がテレビのついている部屋の中にいる
ことを登録してもらう」存在定義（locational　defintion）と，「自分自身の判断
でテレビを見ていると登録してもらう」認識定義（co馴itive　defi皿iti㎝）であ
る㈲。存在定義は客観的であるための操作上の利点が認められる。この定義に
したがえば，かりに家族のメンバーがボタンを押し忘れても，部屋の中にいる
のなら，だれかがその人の代わりにボタンを押すことが容易になる。
　番組やコマーシャルとの接触のチャンスを視聴ととらえるなら，テレビのつ
いている部屋の中にいる状態が広義の視聴の定義として利用できる。これより
さらに広い定義としては，テレビをつけた部屋の外にいるが音は聞こえるとい
う状態がある。テレビをつけたまま少しの問（時間を明確にする必要がある
が）部屋から離れる状態をも広い意味での視聴ということになるかもしれない。
視聴の濃さは薄いが接触のチャンスはとらえられる。
　逆に厳密にとらえれば，部屋の中にいても，読書や食事などテレビ視聴以外
のことに集申していれば視聴とはいえないし，テレビのミュートボタンを押し
ている時，部屋の中で居眠りをしているときなどは視聴にはならない。テレビ
に集中していることのみを視聴とすると，内容は濃いが率は低く，現在のテレ
ビ視聴に一般的な「ながら行動」が排除されてしまう。
　ラジオが家庭内聴取からカーラジオ，携帯用ラジオなどで家庭外聴取に広
がっていったのと同様，テレビ視聴も家庭内のみに限定されなくなっている。
小型の携帯用テレビもあれば，外出先で，レストラン内で，交通機関の中で，
別荘でテレビを視聴するチャンスはある。個人のテレビ視聴が問題であるなら，
家庭内だけの視聴状況を記録するのでは不十分だ，という考え方もある。した
がって，家庭内に置かれているテレビをその世帯のメンバーがどのように見て
いるかの調査であるならば，「世帯内個人視聴率」というべきである。
　家庭外のテレビ視聴までをもらさず測定するメータが開発されるまで，測定
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の申心は世帯内個人視聴率ということになるだろうが，ボタン押しが求められ
る限り，調査対象者が簡単に識別できる視聴の定義を明確にすることが重要な
課題になる。
VI．むすびにかえて
　本稿では，世界37カ国ですでに実用化されているピープルメータについて，
アメリカでのその導入の経緯と緒果，日本での関心の高まりと導入までに解決
しておくべき課題を論じた。
　日本では，広告主を中心として個人視聴率データの重要性が指摘されている
といっても，民閻放送違盟のピープルメータ導入反応は予想以上に強烈であっ
た。たしかに設備投資に膨大な費用を要し，アメリカの例でも調査協力応諾率
が低く，サンプル世帯に偏りの出るおそれのあるピープルメータシステムでは
あるが，タイムリーなデータ提供や記憶のあいまいさの排除など日記式個人視
聴率調査と比べたメリットを考えれば民問放送連盟の反対は多分に感情的なも
ののように思われる。ただ，調査会社，広告主がテレビ局とのコンセンサスを
得ての導入を求めるのであれば，説得材料を少しずつ積み重ねていくことが必
要である。例えばピープルメータ実験と日言己式調査，電話同時調査の併用で
ピープルメータの有効性を確認する。協力期間の長さがサンプル世帯を疲弊さ
せるのであれば，2年からユ年，あるいは半年に変更していくことを検討する。
安定したデータのためにサンプル世帯数を増加させる，ということである。
　ピープルメータに関してここ1ヵ月以内に大きな動きがあったために，関違
するテレビ番組㈱や雑誌記事などが数多く見られるようになっている。各方面
からの関心の高まりに，さまざまな視点からピープルメータ導入をめぐる間題
点が明らかにされている。本稿ではピープルメータを広告主にとってこれまで
よりも有意義なデータを与えてくれるものととらえているが，この関心の高ま
りが導入を推進するものと考えたい。
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　しかし，現在導入されようとしている補助装置付ピープルメータが必ずしも
完全なものではないということも明らかである。ボタンを押すという行動が自
然なテレビ視聴を妨げ，サンプル世帯を疲弊させるからである。ボタンを押す
必要がなく，視聴者の輸郭や目鼻の位置で個人を判別するP　PMが何年か後に
は完成すれば，そのときにはP　PMへの移行が起こるだろう。さらに，小型で
携帯可能なピープルメータが開発されれば，家庭内のテレビ視聴に限定するこ
となく，調査対象者のあらゆるメディアとの接触を調査することも可能になる
かも知れない。標本抽出方法も世帯単位から個人単位に変化するだろ㌔
　メータ自体の精度は少しずつ確実に上昇していく。とはいっても調査対象者
のさまざまな視聴状態をすべて把握するような調査方法は簡単には出現しない。
どんな調査でも，それで知りたいことがすべてわかるとは隈らない。調査デー
タの利用者としては，少なくとも現時点で利用できる最善の方法を求めること
になる。
　テレビ局向けの営業活動は延期したといっても，二一ルセンが11月から提供
する個人視聴率データを広告主や広告会杜は購入する可能性がある。そのデー
タが，広告主の満足感を高めてくれるのか，それともテレビ局が懸念していた
ように一人歩きすることになるのか，今後の機械式個人視聴率調査の進展を見
守っていきたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユgg4．11．14）
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